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●「初任者研修」、「１０年経験者研修」など全教員を対象とした法定研修を実施
●ｾﾝﾀｰの研修受講者が講師等となり､地域の実情等に応じた喫緊の重要課題研修を実施

●校内研修、地域の教科別授業研究会などの多様な研修機会を確保

●「初任者研修」、「１０年経験者研修」など全教員を対象とした法定研修を実施
●ｾﾝﾀｰの研修受講者が講師等となり､地域の実情等に応じた喫緊の重要課題研修を実施

●校内研修、地域の教科別授業研究会などの多様な研修機会を確保

自治体＝教育センター等において、全教員（約９３万人）に対する研修等を実施

●地域の中核リーダー養成 ⇒ 学校組織マネジメント、リスクマネジメント、教育法規に基づく適切な

［ 中央研修等 ］ 学校運営と特色ある教育活動を推進できる総合的な経営力を備えた中核

（H25’受講定員:1,730人） リーダーとなる学校管理職等(校長、副教頭、教頭等)を養成

●喫緊課題の指導者養成 ⇒ いじめ･不登校･非行等の生徒指導､東日本大震災を踏まえた防災教育など、

（H25’受講定員:5,860人） 喫緊の重要課題研修の講師等となる指導者を養成

■ 国（文部科学省）の教育政策上、真に必要な研修を一元的・集中的に、

独立行政法人「教員研修センター」 において実施

自治体の研修
実施権者=109

47都道府県
20指定都市
42中核市

学校教育の機会均等の保障と教育水準の維持等のため、
国と自治体とが、それぞれ適切な研修を行うことにより、教員の資質能力を向上

国＝教育政策上、真に必要な研修を厳選し、自治体の行う研修の指導者や地域の中核指導者を養成

指導者
養成

実施

独立行政法人 「教員研修センター」 について



教員研修センターの事業

密接な連携

教育委員会等への研修に関する
指導、助言及び援助を行うこと

校長、教員その他の学校教育関係
職員に対する研修を行うこと

研修受講者は、各地域の研修の指導者や中核リーダーとして活動
＜研修成果の活用＞

自治体
（教育委員会・教育センター等）

教員研修センター

・ 教材の作成・提供
・ インターネットを活用した研修情報の発信
・ 教員研修モデルカリキュラムの開発・提供
・ 講師情報の提供
・ 研修講師として職員の派遣
・ 全国教育（研修）センター等協議会の開催など

研修の実施
研修のニーズ

受講者の推薦

研修の企画・立案・運営 研修講師としての活動等
学校や地域のリーダー

として実践

（目的）[独立行政法人教員研修センター法第３条]
校長、教員その他の学校教育関係職員に

対する研修等を行うことにより、その資質
の向上を図ることを目的とする。

（業務内容）[独立行政法人教員研修センター法第１０条] 

・研修指導者の育成
・各地域の中核リーダーの育成

全ての教員へ研修内容を伝達

文部科学省



独立行政法人 「教員研修センター」 の概要

◎設置根拠 独立行政法人教員研修センター法 （平成１２年法律第８８号）

◎所 在 地 つくば本部：茨城県つくば市立原３番地（土地67,559㎡、建物19,440㎡、宿泊施設300室）

東京事務所：東京都千代田区一ツ橋2丁目1番2号学術総合センター11階（建物153㎡）

◎予 算 平成25年度予算 1,284百万円 (前年度 1,322百万円)
(1) 教員研修センター運営費交付金 985百万円 (前年度 1,025百万円)
(2) 教員研修センター施設整備費補助金 155百万円 (前年度 155百万円)
(3) 自己収入 143百万円 (前年度 142百万円)

◎役 職 員 役員4人(うち非常勤2人)､職員42人(ﾌﾟﾛﾊﾟｰ：14､出向：文科省10､国立大学等8､教委10）
（平成25年 理事長（定数１人・任期４年）髙 岡 信 也

４月現在） 理 事（定数１人・任期２年）湊 屋 治 夫
監 事（定数２人・任期２年）藤 井 斉 亮（非常勤）、折 茂 民 男（非常勤）

◎沿 革

平成13年4月 教員研修センター
設立

第１期見直し 平成13～15年
第２期見直し 平成16～18年

第３期見直し 平成19～22年
独法整理合理化計画 平成19年 国として真に実施すべき

研修に絶えず見直し

中期目標期間終了時の
事務・事業の見直し

・ 国（教員研修センター）として真に

実施すべき事業に特化・重点化

・ 施設の管理・運営業務の民間委託

・ 国(文部科学省)が実施してきた研修等を一元的・集中的に
実施するため、業務及び予算・定員（２８人）等を移管

⇒

⇒

⇒

【参考】 他府省で地方公務員等の研修を行う「大学校等」の設置形態は、国の施設等機関

第１期当初（H13） 第２期当初（H16） 第３期当初（H19） 第４期当初（H23）

経費の削減（予算額） ２７億円 ２３億円 １７億円 １３億円

研修の精選・見直し ４９研修 ３３研修 ２４研修 ２１研修

人員の削減（職員数） ５３人 ５１人 ４９人 ４１人

【見直しの具体例】
※研修の内容・
方法等や事務・
事業の効率化
について、不断
の見直しを図っ
ている。



教員研修センターの機能強化について

○教育再生の真に中核となる教員を育成するため、現在行っている研修機能を強化する。特に、教育長に対する研修を新たに実施する
と共に、主幹教諭、指導教諭、指導主事を対象とする研修を強化する。また、いじめ防止対応、道徳教育等、教育再生を担う現代的教
育課題に関する研修内容の高度化等を図る。

○研修機能を強化するため、教員研修を中核とした調査研究機能を強化し、教員の養成・採用・研修の融合に向けた取組を推進する。

文部科学省

教員研修センター
○教員の資質向上全般を図るためのナショナル
センター及びネットワークの拠点を担う

密接な連携
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○新たな研修機能の強化
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○道徳教育に関する研修の充実・強化

○調査研究・情報伝達機能の強化 ○外部人材に対する研修の実施

◆教職員等中央研修の管理職研修（校長、副
校長・教頭）への講義の新設及び中堅教員研
修の講義の充実

◆今後の新たな教科化を踏まえた内容の改善・
充実

◆教員研修を中核とした教員の資質向上に関
する調査研究機能の強化

◆調査研究を基盤とした教員養成大学、
教育委員会に対する情報を提供

連
携

◆市町村教育委員会の教育長に対する研修を
実施する

◆教育再生の真に中核となる教員を育成する
ため、 主幹教諭、指導教諭、指導主事を対象
とする研修を強化する

連
携

◆コミュニティ・スクールのリーダー等の外部
人材に対する研修を推進する

◆教職経験の無い社会人を教員に任用する際
の研修を行う


